
第 46 期　決　算　公　告
2019年6月24日 東京都江東区東陽七丁目２番１４号

日立物流ソフトウェア株式会社

取締役社長　米倉　俊輔

貸 　 借　  対　  照 　 表
（2019年３月31日現在）

（単位：千円）

科　　　　　目 科　　　　　目 金　　　額

【資産の部】 【負債の部】

8,038,690 2,497,987

1,607 905,026

5,983 19,800

2,174,999 349,323

102,144 736,523

447,819 167,116

110 259,874

5,217,931 7,360

9,955 30,680

73,265 18,283

4,872 4,000

1,977,162 3,651,028

95,581 43,325

25,486 3,562,403

2,470 45,300

8,480 6,149,016

59,143 【純資産の部】

201,754 3,866,836

121,442 210,000

73,867 60,000

4,624 60,000

1,820 3,596,836

1,679,827 52,500

23,240 3,544,336

27,224 2,773,000

26,455 771,336

312,644

1,249,414

35,499

5,350 3,866,836

10,015,852 10,015,852

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

長 期 前 払 費 用

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産

リ ー ス 資 産

繰 越 利 益 剰 余 金

リ ー ス 資 産

関 係 会 社 出 資 金

建 物

未 収 入 金

そ の 他 プログラム補修引当金

固 定 負 債

利 益 剰 余 金

受 注 損 失 引 当 金

受 取 手 形

貯 蔵 品

売 掛 金

流 動 負 債

リ ー ス 債 務

流 動 資 産

買 掛 金

前 受 金

預 り 金

預 け 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

商 品

ゴ ル フ 会 員 権

差 入 保 証 金

仕 掛 品

前 払 費 用

無 形 固 定 資 産

電 子 記 録 債 権

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

前 払 年 金 費 用

金　　　額

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

負 債 合 計

株 主 資 本

資 本 金

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

退 職 給 付 引 当 金

負 債 純 資 産 合 計資 産 合 計

純 資 産 合 計

車 両 運 搬 具

そ の 他

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

繰 延 税 金 資 産

工 具 、 器 具 及 び 備 品

関 係 会 社 株 式



（単位：千円）

科　　目 金　　　　　　額

14,027,018

11,685,326

2,341,692

1,522,408

819,283

46

7,304

2,956

945

2,815

0 14,069

482

3,191

284 3,958

829,393

2,213

723 2,936

826,457

304,516

△43,761 260,755

565,702

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

事 務 所 中 途 解 約 違 約 金

税 引 前 当 期 純 利 益

そ の 他

経 常 利 益

特定求職者雇用開発助成金

共 済 会 廃 止 に 伴 う 清 算 金

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

為 替 差 損

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

事 務 手 数 料

損 　益 　計 　算　 書
自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益



(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式及び関連会社株式　　　  　　　　 　　 移動平均法に基づく原価法
(2) たな卸資産 個別法に基づく原価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 (リース資産を除く) 定額法
(2) 無形固定資産 (リース資産を除く) 定額法
(3) リース資産 　 　　 　  　        　  　   

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリー

ス取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引につい

ては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　期末債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

(2) 受注損失引当金
　ソフトウェア・サービスの請負契約に基づく開発のうち、期末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合
理的に見積もることが可能なものについては、翌期以降に発生が見込まれる損失額を計上しております。

(3) プログラム補修引当金
　プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績率に基づく将来発生見込額を計上しております。

(4) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。

　① 退職給付見込額の期間帰属方法
　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
　定式基準によっております。

　② 数理計算上の差異の費用処理方法
　　数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間(15～25年)による定額法により、翌事業年
　度から費用処理しております。なお、当事業年度末において認識すべき年金資産が退職給付債務から未認識数理計
　算上の差異を控除した額を超過するため、前払年金費用として、投資その他の資産に計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき期末要支給額を計上しております。

４．消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

個　別　注　記　表


